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平成３１年２月２０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２９年(行ウ)第１２５号 救済命令取消請求事件 

(口頭弁論終結日 平成３０年１１月１２日) 

判決 

原告         高槻市 

被告         大阪府 

同代表者兼処分行政庁 大阪府労働委員会 

被告補助参加人    Ｚ１労働組合 

主文 

１ 大阪府労働委員会が,大阪府労働委員会平成２７年(不)第１３号事件につい

て平成２９年６月１３日付けでした原告に対する不当労働行為救済命令のう

ち主文第１項を取り消す。 

２ 訴訟費用のうち,補助参加によって生じた費用は被告補助参加人の負担とし,

その余は被告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

  主文同旨 

第２ 事案の概要等 

１ 本件事案の概要 

  被告補助参加人は,原告が設置する小学校の英語指導助手に対して指導等

を行うスーパーバイザーが被告補助参加人に加入したことを理由に,原告が

同組合員との間における雇用契約を更新しなかったことが不当労働行為に

当たるとして,大阪府労働委員会(以下「処分行政庁」という。)に対し救済

を申し立てた(以下「本件救済申立て」という。)ところ,処分行政庁は,原

告が上記組合員との間における雇用契約を更新しなかった行為が不当労働

行為(労働組合法[以下「労組法」という。]７条１号及び３号)に当たると

して救済命令(以下「本件救済命令」という。)を発した。 

  本件は,原告が,被告に対し,本件救済命令の取消しを求める事案である。 

２ 前提事実 

(1) 当事者 

ア 原告は,大阪府下にある地方自治法に基づく普通地方公共団体であ

る。 

  原告は,地方自治法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律

に基づく行政委員会として,高槻市教育委員会(以下「市教委」という。)

を設置している。 

イ(ｱ) 被告補助参加人は,個人加入制によって,主として大阪府北部地域

の労働者で組織された労働組合である。 

(ｲ) Ａ１(以下「本件組合員」という。)は,平成２６年度に被告補助

参加人に加入した。 

(2) 原告におけるオーストラリア連邦クイーンズランド州トゥーンバ市(以
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下「トゥーンバ市」という。)からの国際交流員の受入れ状況等 

ア 原告は,平成３年,トゥーンバ市と姉妹都市となり,平成４年以降,同

市から,任期１年の国際交流員(以下「本件国際交流員」という。)を

受け入れていた。 

イ 本件国際交流員は,原告滞在中,平成６年度から平成２０年度は,原

告が設置し,市教委が管理する市立中学校において,また,平成２１年

度から平成２６年度までは,同市立小学校において,それぞれ英語指導

助手(以下「本件英語指導助手」という。)として活動していた。 

  平成２６年度は,本件国際交流員として８名のトゥーンバ市民が原

告に滞在し,市立小学校４１校において,本件英語指導助手として活動

していた。 

ウ 本件組合員は,平成２１年６月以降,原告が設置する小中学校の英語

指導助手のスーパーバイザー(以下「本件スーパーバイザー」という。)

として本件英語指導助手に対する指導等に従事していた。 

  原告は,本件組合員との間で,平成２６年４月１日,「ＥＭＰＬＯＹＭ

ＥＮＴ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ」と題する契約(同契約期間は,同日から

平成２７年３月３１日。以下「本件契約」という。)を締結した。 

エ 原告は,トゥーンバ市と合意の上,平成２７年度より,本件国際交流

員の受入れを休止した。 

(3) 本件救済申立てに至る経緯 

ア 被告補助参加人は,原告に対し,平成２６年９月９日,本件組合員が

被告補助参加人に加入した旨通知して,団体交渉を申し入れ,本件組合

員を労働者として処遇すること等を要求した。 

イ 市教委は,被告補助参加人及び本件組合員に対し,平成２６年１１月

１１日,平成２７年度から国際交流員による英語指導助手が廃止にな

ることに伴い,スーパーバイザーも廃止になること,したがって,本件

組合員との間で契約を更新する予定もない旨連絡した。 

ウ 被告補助参加人は,平成２７年３月１１日,処分行政庁に対し,本件

救済申立てをした。 

エ 原告は,本件組合員との間で,平成２７年３月３１日までに本件契約

の更新を行わなかった。その結果,原告の設置する小中学校から被告

補助参加人の組合員がいなくなった。 

(4) 本件救済命令の発出 

  処分行政庁は,平成２９年６月１３日,被告補助参加人の申立てについ

て,別紙記載の主文第１項による救済命令を発した(本件救済命令。以下

において,本件救済命令に係る命令書を「本件救済命令書」という。)。 

  本件救済命令の理由の要旨は,次のとおりである。 

  原告においては,平成２６年８月までには,平成２７年度から,本件国際

交流員による本件英語指導助手を業者派遣による外国語指導助手に切り

替え,従前の英語指導助手制度を廃止する方針が決定されていた。 
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  しかしながら,本件組合員は,本件英語指導助手に対する研修及び指導

以外の業務を相当程度行っていたから,外国語指導助手を全員業者派遣に

することによって本件スーパーバイザーの業務の大半がなくなるとはい

えず,原告が本件契約を更新しなかった理由に合理性がない。また,本件

契約を更新しないことについて,書面で通知する前に十分な説明を行って

おらず,原告の対応が適切なものといえない。さらに,本件契約を更新し

ない旨の通知が,本件組合員の組合加入から僅か２か月ほど後に行われで

いる。 

  以上によれば,原告が本件契約を更新しなかったことは,組合を嫌悪し

て行われたものとみるほかなく,組合員であるが故の不利益な取扱いであ

り,また,その結果,原告の設置する学校から被告補助参加人の組合員がい

なくなったのであるから,組合の弱体化を招くものとして組合に対する支

配介入であって,労組法７条１号本文前段及び３号の不当労働行為に該当

する。 

(5) 本件訴えの提起等 

  原告は,平成２９年７月１２日,本件訴訟を提起した。 

  被告補助参加人は,平成２９年８月２５日,補助参加の申出をし,本件訴

訟に補助参加した。 

３ 本件の争点 

原告が本件契約を更新しなかったことが不当労働行為(組告員であること

の「故をもって」した不利益な取扱い,被告補助参加人に対する支配介入)

に当たるか。 

４ 争点に対する当事者の主張 

 【被告の主張】 

(1) 原告が本件契約を更新しなかったことが組合員であることの「故をも

って」した不利益扱いに該当すること 

本件救済命令書記載のとおり,外国語指導助手を全員業者派遣にする

ことによって本件スーパーバイザーの業務の大半がなくなるとはいえな

いこと等からすれば,原告が本件契約を更新しなかったことは,組合を嫌

悪して行われたものとみるほかなく,組合員であるが「故をもって」不利

益な取扱いをしたといえる。 

(2) 原告が本件契約を更新しなかったことが被告補助参加人に対する支配

介入に該当すること 

  本件救済命令書記載のとおり,原告か本件組合員との間で本件契約を更

新しなかった結果,原告の設置する小中学校から被告補助参加人の組合員

がいなくなったのであるから,組合の弱体化を招くものとして被告補助参

加人に対する支配介入に当たる。 

【被告補助参加人の主張】 

(1) 原告が平成２６年１１月１１日まで,議会や被告補助参加人との団体交

渉の中で本件英語指導助手及び本件スーパーバイザーの廃止に言及しな
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かったこと等からすれば,原告が本件英語指導助手や本件スーパーバイザ

ーの廃止を決めたのは,被告補助参加人が本件組合員の組合加入を通知し

た同年９月９日以降である。 

(2) 以上によれば,原告が本件契約を更新しなかったことは,組合員である

ことの「故をもって」した不利益扱いであり,また,被告補助参加人に対

する支配介入に該当するというべきである。 

【原告の主張】 

(1) 不利益取扱いの点について 

ア 平成２６年度の本件スーパーバイザーの業務は,その９０%近くが本

件英語指導助手に対する指導である。したがって,本件英語指導助手

が廃止になれば,本件スーパーバイザーの業務の９０%近くがなくなる。 

イ 市教委において,平成２６年６月頃には,本件英語指導助手を廃止す

る方針が定まり,同じ頃には,本件スーパーバイザーを廃止する方針が

決まっていた。 

ウ したがって,被告補助参加人から本件組合員の加入が通知された平

成２６年９月９日以前に,本件スーパーバイザーを廃止する方針が決

まっていたのであって,本件契約を更新しなかったことと本件組合員

が被告補助参加人の組合員であることとの間には因果関係がなく,ま

た,原告に不当労働意思もないから,組合員であることの「故をもって」

不利益な取扱いをしたとはいえない。 

(2) 支配介入の点について 

  上記(1)のとおり,被告補助参加人から本件組合員の加入が通知された

平成２６年９月９日以前に,本件スーパーバイザーを廃止する方針が決ま

っていたから,原告が本件契約を更新しなかったことは被告補助参加人に

対する支配介入に当たらない。 

第３ 争点に対する当裁判所の判断 

１ 認定事実 

  前記前提事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば,以下の事実が

認められる。 

(1) 本件組合員は,平成２６年度まで,毎月末頃,中学校英語教育充実事業

報告書(月報)と題する書面(日々の業務内容を午前・午後に分けて記載し

たもの。)を作成し,翌月初め頃,市教委の教育指導部教育センター所長

Ｂ１(以下「Ｂ１所長」といい,同センターを「教育センター」という。)

に対して提出していた。 

  本件組合員が作成・提出した平成２６年度の上記月報(以下「本件月

報」)の内容は,９０%近くが小学校における本件英語指導助手に対する指

導に係る記載であった。 

(2) 原告の政策財政部長(以下「政策財政部長」という。)は,平成２６年７

月３１日,各部長に対し,平成２７年度以降の新規事業の把握及び検証,

予算編成方針の策定及び予算審査等の参考とするため,提出期限を平成２
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６年８月１３日として,事業期間を平成２６年度から平成３１年度の５年

間とする事業計画調書(平成２７年度以降に,新規に計画している事業等

を記載したもの)の提出を依頼した。 

(3) 教育センターは,平成２６年８月１１日付けで教育充実事業に関する事

業計画調書を作成し,その頃,政策財政部長に対し,同調書を提出した。同

調書は,主査兼指導主事であったＢ２(以下「Ｂ２主査」という。)が作成

したものである。 

  同調書には,事業実施期間「平成２７年度より」,事業概要(計画内容)

「外国語指導助手(ＡＬＴ)２３名を業者派遣により全中学校区に配置し,

小中学校で連携しながら英語教育の充実を図る。」,年度別計画の平成２

６年度事業内容「全小学校にＡＥＴを通年配置。全中学校にＡＥＴを半

期配置。」,同年度の事業費６８２５万２０００円,平成２７年度から平成

３１年度の各事業内容「全小・中学校にＡＬＴを５月～１月に配置」,

同各年度の事業費６２８３万２０００円との記載がある。 

(4) 政策財政部長は,各部局長に対し,平成２６年８月１９日,提出された事

業計画調書に関し,同月２６日にヒアリングを実施する旨事務連絡を発出

した。なお,同事務連絡に関する問合先については,政策推進室である旨

記載されている。 

(5)ア Ｂ２主査は,平成２６年８月１２日から同月２５日の間に,同月２６

日に実施されるヒアリングの際の説明資料として,「平成２７年度高

槻市英語教育充実事業(案)」と題するイメージ図(以下「本件イメー

ジ図」という。)を作成した。 

  本件イメージ図は,要約すれば,「グローバル化に対応した英語教育

改革実施計画」(文部科学省Ｈ２５.１２.１３)の「小・中・高の各段

階を通じて英語教育を充実し,生徒の英語力を向上」させるとの方針

を実現するため,「高槻市連携型小中一貫教育の推進」を図り,「小中

学校が一貫して,児童生徒の英語によるコミュニケーション能力の基

盤を育成する」ため,「外国語指導助手(ＡＬＴ)を各中学校に配置」

するというものである。そして,本件イメージ図中,①平成２６年度の

内容(上段)には「スーパーバイザーによる外国語指導助手(ＡＥＴ)の

研修」との記載がある一方,平成２７年度の内容(下段)にはスーパー

バイザーに関する記載がなく,また,②平成２６年度予算６８２５万１

０００円,その内訳としてスーパーバイザー１名５４７万４７００円,

中学校外国語指導助手(派遣)９名２９９１万９０００円,小学校英語

指導助手８名３１８９万９８４０円等の記載がある一方,平成２７年

度予算６３２５万６７２０円,その内訳として外国語指導助手(派遣)

２３名６２２９万８７２０円,旅費・需用費等９５万８０００円と記

載され,平成２７年度にはスーパーバイザーに関する予算の記載がな

い。 

イ Ｂ１所長は,平成２６年８月２６日に実施されたヒアリングにおい
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て,本件イメージ図を用いて説明を行った。 

(6) 原告市長は,トゥーンバ市長に対し,平成２６年８月２７日付けで,２０

年以上続いた国際交流員の受入れに関するプログラムを維持するには様々

な課題が生じており,次年度については同プログラムを休止して見直した

い旨記載した書面を送付した。 

(7) トゥーンバ市長は,原告市長に対し,平成２６年９月８日付けで,平成２

７年度のＡＥＴプログラムを一時保留することが最善措置であることに

同意する旨記載した書面を送付した。 

(8) 教育センターは,原告の政策財政部財政課に対し,平成２６年１１月頃

の予算査定の際,同月１４日付け歳出予算要求書(本年度要求額７４９２

万４０００円)を提出した。 

  また,Ｂ２主査は,その頃,上記予算査定の説明資料として,本件イメー

ジ図を修正し,「平成２７年度高槻市英語教育充実事業」と題するイメー

ジ図(平成２６年度の記載を削除するなどしたもの)を作成した。 

  同イメージ図には,平成２７年度の予算７４９２万４０００円,その内

訳として外国語指導助手(派遣)２３名７４５２万円等の記載があるほか,

上記(5)のヒアリングの際の指摘を踏まえて,各中学校区における外国話

指導助手の人数の記載を修正するなどしたものの,同年度の事業内容の説

明としては本件イメージ図とほとんど変わっていない。 

２ 検討 

(1) 原告が,本件英語指導助手や本件スーパーバイザーの廃止を決めた時期

について 

ア 被告補助参加人は,原告が本件英語指導助手や本件スーパーバイザ

ーの廃止を決めたのは,被告補助参加人が本件組合員の組合加入を通

知した平成２６年９月９日以降である旨主張する。 

  しかしながら,上記認定事実によれば,①Ｂ２主査は,平成２６年８

月頃,平成２７年度以降の事業費に本件スーパーバイザーに関する費

用が参入されていない額となっているなど本件英語指導助手及び本件

スーパーバイザーを廃することを前提とする内容の事業計画調書を作

成したこと,②同調書は,その頃,政策財政部長に提出されていること,

③Ｂ２主査は,ヒアリングの際の資料として,平成２６年度の予算には

本件スーパーバイザーに関する費用を記載しながら,平成２７年度の

予算にはそれが記載されていないなど本件スーパーバイザーの廃止を

前提とした内容の本件イメージ図を作成し,Ｂ１所長は,平成２６年８

月２６日のヒアリングの際,これに沿って事業計画調書に関する説明

を行ったこと,以上の事実が認められ,これらの事実からすると,Ｂ２

主査は,その証言のとおり,同年６月頃,Ｂ１所長から,本件英語指導助

手及び本件スーパーバイザーを廃止する方針を告げられたと認められ,

これらの点に,教育センターないし市教委のこのような方針がその後

市教委内部で一旦覆されたような事情も窺われないことを併せ鑑みる
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と,教育センターないし市教委において,本件英語指導助手や本件スー

パーバイザーの廃止を決めたのは,被告補助参加人が本件組合員の組

合加入を通知した同年９月９日よりも以前であったと認めるのが相当

である。 

イ(ｱ) この点,被告補助参加人は,議会や被告補助参加人との団体交渉の

中で本件英語指導助手及び本件スーパーバイザーの廃止に言及しな

かったことからすれば,原告が本件英語指導助手や本件スーパーバ

イザーの廃止を決めたのは,被告補助参加人が本件組合員の組合加

入を通知した平成２６年９月９日以降である旨主張する。しかしな

がら,地方公共団体である原告において,来年度の事業計画に関する

予算については議会の議決(平成２７年３月に予定)を経て確定する

ものであるから,それ以前の未確定の段階で,来年度の予算に関する

事項について議会や団体交渉で述べることを躊躇したとしても不自

然又は不合理であるとはいえない。したがって,平成２６年１１月

１１日に至るまで,議会や被告補助参加人との団体交渉の中で本件

英語指導助手及び本件スーパーバイザーの廃止について言及されな

かったとしても,この点をもって,上記認定が覆されるものとはいえ

ない。 

  なお,被告補助参加人は,原告が本件契約を更新しないことを決定

したのは,早くとも財政当局による査定を経た市教委の予算要求が

決定した時期である平成２６年１１月１４日以降である旨主張する。 

  確かに,上記のとおり,地方公共団体である原告ないしその執行機

関である市教委において,来年度の事業計画に関する予算について

は議会の議決を経て確定するものであると認められ,本件において

も,財政当局による査定を経た市教委の予算要求が決定し,その後,

平成２７年３月に議会の議決を経たものであると認められる。しか

しながら,上記認定説示したとおり,平成２６年９月９日以前の時点

で,教育センターないし市教委において,既に本件契約を更新しない

という方針の下,予算等の検討がなされ,同検討結果に基づいて予算

要求等がなされていたと認められることからすると,地方公共団体

ないしその執行機関としての意思決定が確定的になされた時期をも

って,被告補助参加人に対する不当労働行為の有無を判断するのは

相当とはいえない。したがって,被告補助参加人の同主張は採用で

きない。 

(ｲ) また,被告補助参加人は,トゥーンバ市が本件国際交流員に関する

プログラムの休止を決定したのは平成２６年１０月２日と同月２０

日との間である旨主張するが,上記認定事実(6)及び(7)のとおり,原

告市長は,同年８月２７日付けで,トゥーンバ市長に対し,本件国際

交流員に関するプログラムの次年度における休止を伝え,トゥーン

バ市長は,同年９月８日付けで,原告市長に対し,これに同意する旨
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返答していることが認められ,これらの点からすると,被告補助参加

人の上記主張は採用できない。 

ウ(ｱ) 被告は,本件イメージ図について,当裁判所が本件第５回口頭弁論

期日において,本件スーパーバイザーの廃止時期に関する証拠提出

を促した後になって突如として提出されたこと等から,後付けで作

成された疑いがある旨指摘する。しかしながら,①本件英語指導助

手の廃止によって,本件スーパーバイザーの業務の９０%近くがなく

なること(認定事実(1)),本件英語指導助手と本件スーパーバイザー

との関係からすると,本件英語指導助手の廃止に伴って,本件スーパ

ーバイザーの廃止の点が検討されることになったとしても何ら不自

然,不合理であるとはいえないこと,②本件イメージ図の予算額は,

本件第３回口頭弁論期日に提出されていた事業計画調書の事業費額

と近い金額となっており,同予算額自体は,上記認定した事実経過(認

定事実(2)ないし(4),(7),(8))に合致したものであると認められる

こと,以上の点からすれば,本件イメージ図及びその修正図(認定事

実(8))の作成経緯に関するＢ２主査の証言及び本件イメージ図の内

容については,信用することができ,後付けで作成したとの疑いがあ

る旨の被告の主張を認めるに足りる的確な証拠は認められない。そ

うすると,本件イメージ図の作成及びその修正に関する経緯につい

ては,上記認定事実(5)及び(8)で認定したとおりであって,被告の上

記主張は採用できない。 

(ｲ) また,被告は,本件スーパーバイザーの廃止の時期を推認する事情

として,事業計画調書の事業費から予算査定の際の歳出予算要求書

の事業費が大幅に増額されていることを指摘する。しかしながら,

事業費の額が減額されているのであればともかく,その増額によっ

て事業計画調書の作成と歳出予算要求書作成の間に本件スーパーバ

イザーの廃止が決まったといえるものではないし,本件組合員の被

告補助参加人への加入を理由に増額されたとまでいえるものでもな

い。したがって,被告の上記指摘は理由がないといわざるを得ない。 

(ｳ) さらに,被告は,原告が,本件訴訟において,本件救済命令の審問手

続の際に提出しなかった本件月報を提出し,それに基づいて主張し

ている点をもって,信義則に反する旨主張する。しかしながら,被告

も述べるとおり,不当労働行為救済命令取消請求訴訟において,当事

者が労働委員会の審問手続で主張しなかった事実を主張し,新たな

証拠を提出することは特段制限されないこと,原告は,本件救済命令

の審問手続においても,本件英語指導助手の廃止に伴い本件スーパ

ーバイザーの業務の大半がなくなることを主張し,Ｂ１所長もその

旨証言していたことからすれば,原告が,本件訴訟において,本件月

報を提出し,それに基づいて主張をすることが信義則に反するとは

いえない。したがって,被告の上記主張は採用できない。 
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(2) 原告が本件契約を更新しなかったことが不当労働行為(労組法７条１号,

３号)に該当するか否かについて 

ア 確かに,原告が本件契約を更新しなかったことは,本件組合員に対す

る不利益な取扱いに該当すると認められる。 

  しかしながら,上記認定説示したとおり,教育センターないし市教委

が本件英語指導助手や本件スーパーバイザーの廃止を決めたのは,被

告補助参加人が本件組合員の組合加入を通知した平成２６年９月９日

よりも以前であったと認められるところ,同事実からすると,市教委な

いし市教委内における同契約の更新に関係する部局が本件契約を更新

しない旨決定した時点において,市教委ないしその部局が本件組合員

の被告補助参加人への加入を認識していたとは認められない。そうす

ると,原告が本件契約を更新しなかったことと本件組合員が被告補助

参加人の組合員であることとの間には相当因果関係があるとはいえな

い。そして,本件月報の記載内容からすると,本件スーパーバイザーで

ある本件組合員の業務の９０%近くが小学校における本件英語指導助

手に対する指導であること(認定事実(1))に照らすと,本件英語指導助

手の廃止が決まったこと,それに伴い,本件スーパーバイザーの業務の

ほとんどがなくなると推認でき,原告も同事実を認識していたと考え

られることに鑑みれば,本件組合員が,平成２１年６月以降,本件スー

パーバイザーとして本件英語指導助手に対する指導等に従事していた

点を考慮したとしても,本件スーパーバイザーを廃止した点及び本件

契約を更新しなかった点については,一定の合理性があると認められ

る。 

  以上によれば,原告が本件契約を更新しなかったことについて,原告

が組合員であることの「故をもって」した不利益な取扱いに該当する

とは認められず,原告の同行為は,労組法７条１号に該当する不当労働

行為に該当するとはいえない。 

イ 上記認定した本件組合員が被告補助参加人に加入する前の本件英語

指導助手や本件スーパーバイザーに関する客観的な状況(平成２６年

度の本件スーパーバイザーの業務内容,本件イメージ図記載の内容,市

教委ないし教育センターにおける本件英語指導助手及び本件スーパー

バイザーの廃止決定に至る経緯,原告市長とトゥーンバ市長間におけ

る国際交流員に関する合意の内容。認定事実(1)ないし(7))に鑑みれ

ば,その後,結果として,原告が本件契約を更新しなかったことにより,

原告の設置する小中学校から被告補助参加人の組合員がいなくなった

としても,その点をもって,原告が本件契約を更新しなかったことが,

被告補助参加人に対する支配介入に該当するとは認められず,原告の

同行為は,労組法７条３号に該当するとはいえない。 

ウ 以上によれば,本件契約を更新しなかったことが不当労働行為(労組

法７条１号,３号)に該当するとは認められない。 
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３ 結論 

  以上のとおりであって,本件契約を更新しなかったことが不当労働行為に

該当するとはいえず,本件命令は違法であると認められ,同命令の取消しを

求める原告の本件請求は理由があるから,これを認容することとし,主文の

とおり判決する。 

  大阪地方裁判所第５民事部 

   

  （別紙省略） 


